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公益財団法人日本医療総合研究所ニューズレター 第 15 号 
 

医療動向モニタリング小委員会作成（2019 年 6 月 6 日） 

 

■「骨太方針 2019」骨子案――民間議員が意見提出 

政府は 5 月 31日、経済財政諮問会議(議長・安倍晋三首相)を開き、6月中に取りまとめる「骨太

方針 2019」の骨子案を示した。経団連会長ら４名の民間議員からは、①地域医療構想の実現、②

予防・健康インセンティブの強化、③国保の法定外繰入の解消―の 3 項目を中心に意見が提出され

た。厚労省では、民間議員の意見を具体化する形で、今後の取り組み案や制度の見直し案を示して

いる。 

 

地域医療構想の実現 

[民間議員] 

 

 

出所:2019年 5月 31日、経済財政諮問会議 

・新公立病院改革プラン対象病院 823のうち 771病院、病床数に換算すると総病床数

18万 8千床中、17万 9391床(95%)が合意済みとなった。公的医療機関は 829医療機

関のうち 810医療機関、病床数に換算すると 30万 8307床(98%)が合意済みとなっ
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た。合計 23万６千床について再編・縮小の協議が終了し、合意済みとなったが、機

能別病床数については、2017年度から 2025年度にかけて大きな変化は見られない

(高度急性期▲0.3万床、急性期▲0.7万床、回復期+1.2万床、慢性期▲0.2万床)こ

とを、民間議員は問題視している。 

[厚生労働省] 

・厚労省は、公立病院・公的医療機関は、地域の民間病院では担うことのできない高度

救急やへき地医療等に重点化するよう医療機能を見直し、再編・統廃合の議論を進め

る方針を示している。具体的には、構想区域ごとに、個別病院ごとのがんの手術や放

射線治療、心血管疾患や脳卒中、救急車の受け入れ件数などの診療実績データ(他の

医療機関との距離も考慮)を分析した上で、2019年央までに分析結果を提示、具体的

な病院名を公表するとしている。 

       

出所: 出所:2019年 5月 28日、経済・財政一体改革推進委員会 

・診療実績データをもとに、各構想区域について、例えば▼手術の診療実績が高い公 

立・公的病院と民間病院とが各１施設程度ある▼手術の診療実績が一定程度ある公

立・公的病院と民間病院が数多くある▼複数の公立・公的病院が手術の多くを担っ

ている▼多くの病院に手術実績が拡散している――などに分類し、個々の公立・公

的病院の機能について、「現在の機能を維持する」「一部の機能転換を検討すべ

き」「再編・統廃合を検討すべき」などを見極めていく考えだ。 

      

出所:2019年 5月 31日、経済財政諮問会議 
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・「他の医療機関で代替可能性がある(一部の機能転換を検討すべき)」「再編統合に

特に議論が必要」と判断した場合は、構想区域の調整会議に、期限を区切って(期限

目標 2020年 3月末、或いは 9月末)統合や再編に向けた議論を要請し、医師の偏在

対策や地域の事情も踏まえて関係者の合意を得るよう求める方針である。 

・特に必要性の高い構想区域については、国が「重点支援区域」に設定し、都道府県と

連携してデータ分析や再編統廃合の方向性を、国が「直接助言」する。地域の議論に

厚労省が参加する可能性もあるとしている。 

 

 

予防・健康インセンティブの強化 

[民間議員] 

  

[厚生労働省] 

    
出所:2019年 5月 28日、経済・財政一体改革推進委員会 

・厚労省は、国保の保険者努力支援制度について、2019 年度夏を目途に、評価指標の見直し案

を取りまとめるとしている。経済産業省が未来投資会議（3月 20日）に提案した「予防・健

康インセンティブの強化」において、保険者努力支援制度に「マイナス評価を導入する」な

どのペナルティ措置を設けることが、厚労省案にも盛り込まれている。 
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国保の法定外繰入の解消 

[民間議員]   

  

[厚生労働省] 

   

出所:2019年 5月 28日、経済・財政一体改革推進委員会 

・厚労省は、財政運営主体である都道府県が主導し、各市町村の保険料水準の統一化を目指す方針 

で、「法定外繰入の解消」「保険料収納率の格差縮小」「保健事業、条例減免、地方単独事業等 

の取扱い」「事務の標準化」――などをクリアする課題としている。法定外繰入の解消に向けた 

実効ある取組を推進するため、2020 年度の保険者努力支援制度において、交付金の配分額を厚 

くする一方で、マイナス評価を導入する方向性を示している。 

     

出所:2019年 5月 31日、経済財政諮問会議 

(文責:医療動向モニタリング小委員会委員 寺尾正之) 


